
 
保険者努力支援制度の評価方法の見直しについて 

 

平成 30 年度の国保制度改革に伴って創設された保険者努力支援制度は、保険者

の医療費適正化の取組みや成果に応じて交付金を配分する制度となっている。 

国は、この制度を抜本的に強化するため、令和２年度より、既存の 1,000億円に

新たに 500億円を追加し、予防・健康づくりなど重要かつ基本的な事項の評価のメ

リハリを強化するとともに、成果指標を拡大した。 

 しかしながら、当交付金における医療費適正化のアウトカム評価は、一人当たり

の医療費の低さよりも、前年度からの医療費の改善状況の高さが評価されている。 

そのため、比較的若年層の比率が高く、医療費水準そのものが低い大都市圏の自

治体よりも、もともと医療費水準が高く改善の余地が大きい自治体の方が評価点獲

得において有利になっており、現状、医療費水準の低い保険者が医療費の適正化に

向けた努力をする上で、インセンティブを損ないかねない評価の在り方は見直すべ

きと考える。 

 そこで、次の事項について、特段の措置を講じられたい。 

 

保険者努力支援制度の評価方法について、一人当たりの医療費水準の低い自治体

が適正な評価を受けられるよう、医療費水準の改善幅よりも、現状の医療費水準の

評価の配点を高めるよう見直すこと 
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